





























































































































































































































































































































































































































































































































































法律 輸出・輸入 製造 栽培 譲渡・譲受 所持
薬物
党せい剤 A A B B 
党せい剤取締法
党せい剤原料 B B C C 
A・H ・..非営利犯1年以上の有期懲役
営利犯無期又は3年以上の懲役情状により1000万円以下の罰金を併科
B.…・・非営利犯10年以下の懲役
営利犯1年以上の有期懲役情状により500万円以下の罰金を併科
C…・・非営利犯7年以上の懲役
営利犯10年以下の懲役筒状により300万円以下の罰金を併科
8 中野目・前掲注(5 )論文528頁。
使用
B 
C 
9 朝山芳史『最高裁判所判例解説刑事篇(平成13年度).1(法曹会， 2004年)216頁参
照。
10 学説の状況について，詳細は，朝山・前掲注(9) r最判解.1213頁以下，北川佳世
子「密輸入罪の成立時鶏Jr西原春夫先生古希祝賀論文集第3巻.1(1998年，成文堂)
408頁以下参照。
11 朝山・前掲注(9) r最判解.1228頁参照。
12 平成13年判決も，検察官はもともと陸揚げ説的な主張を行っていたが，上告審に進
むにつれて，領海説へと歩み寄っているとされる。朝山・前掲注(9) r最判解.1227 
頁参照。
13 大塚裕史「薬物・銃器輸入罪の成立時期Jr三原憲三先生古稀祝賀論文集.1(成文
堂， 2002年)364夏。
14 筆者の分析および下記の学説の詳細について，詳細は，松浮伸「判批」平成20年度
重要判例解説・ジュリスト1376号180，181頁参照。
15 松田昇「党せい剤取締法における輸入の意義(その 2)J研修413号46頁。大塚・前
掲注(13)論文560頁以下も同旨であろう。
228 
16 裁判例として，岡山地判昭和57・5・10刑裁月報14巻 5=6号369頁。
17 小林慾太郎「判批」ジュリスト1262号168頁。
18 さらに，実行の着手時期が予備行為にまでに遡ることを防ぐためには，どこまでが
一連の行為で，どこまでがそうでない行為なのか，という基準を明確に示さなければ
ならないという難問に遭遇せざるを得ないが，その基準を明快に示すのは困難であろ
つ。
19 中野目・前掲注(5 )論文526，527頁。
20 なお，中野呂は，このような点を意識し， I解釈上，それが無理であるとするので
あれば， w保健箆生上の危害』の防止に中心を置くことを明言する覚せい剤取締法一
条には，それと異なるねらいも盛り込まれるように改正し，麻薬特例法との整合を持
たせるようにすべきである」としている。(中野目・前掲注(5 )論文527頁)。
21 中野目・前潟注(5 )論文528貰。
22 中野目・前掲注目)論文529頁。
23 中野自・前掲注目)論文529頁
24 さらに，国外における外国人による共謀まで覚せい剤輸入罪の共謀罪として処罰す
る提案も行われている(中野目・前掲注目)論文531頁)。
25 研究会における質疑応答では，現状の立法のまま，実行の着手持鶏を前倒しするの
が妥当なのではないか，という質問・窓見を，特に刑事政策を研究している先生方，
また，警察を含む実務家の先生方から多くいただ、いた。筆者も，わが国領海における
覚せい剤輸入を目的とした行為の取締りの必要性については，十分認識しているとこ
ろである。しかし，少なくとも，現在の立法および最高裁判所において確立した判例
実務のもとで，解釈論として，実行の着手時期の前倒しを提案するのは，実現可能性
が低く，適切な方法とはいえないように思われる。むしろ，実行の着手時期は現行の
実務を前提としつつ，立法論の形で提案するのが現実的だと考える次第である。
26 その意味で，本稿の提案は，この点を十分に検討していない段階での，日本圏内法
の内部を検討したのみでの提案であることをお断りしておかなければならない。すな
わち，ハーモナイゼーションが，これに新たな検討を迫る可能性がありうることを留
保しておかなければならない。
